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調査の趣旨 
 
大阪府の現在の庁舎は、狭あい化し、本庁機能が多数の建物に分散している。また、大正 15 年
に建設された本館は、老朽化も進んでいる。こうした問題を解消し、併せて情報化等に適切に対応

することを目的として、平成元年 10 月に「大阪府庁舎・周辺整備基本計画」を策定し、新しい庁
舎の整備を進めている。 
既に新別館南館・北館が完成し、警察棟についても建設工事を行っているところであるが、行政

棟・議会棟については、府の財政が危機的な状況となる中、その整備を見合わせているところであ

る。 
一方、社会の情報化は急速に進展し、府民サービスの向上や事務の効率化・迅速化の観点から、

府においても、将来を見通した高度な情報化対応が求められている。また、行政改革の観点から、

組織のスリム化や効率的な運営を実現していく上で、分散庁舎の解消も大きな課題となっている。 
こうした中、平成 11年７月「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」
（いわゆるＰＦＩ法）が成立したことを踏まえ、新しい公共施設等の整備手法であるＰＦＩ手法が

行政棟の整備手法として有効かどうかを確認するため、昨年度から調査検討を行っている。 
ＰＦＩ手法を活用した場合、 
・ 民間の資金、経営能力及び技術力を活用した効率的・効果的な整備・維持管理により、事業

期間全体での府の財政負担が縮減されること 
・ 府とＰＦＩ事業者との適切なリスク分担とその明確化により、効果的なリスク管理ができる

こと 
・ これまでの公共が自ら実施する手法（従来手法）に比べ、府の毎年の負担額が平準化される

こと 
等の効果が期待される。 
昨年度の調査においては、従来の計画策定以降の状況の変化を踏まえて、行政棟の規模・機能を

抜本的に見直した上で、従来手法で整備・維持管理した場合とＰＦＩ手法を活用した場合の府の財

政負担について検討した結果、ＰＦＩ手法を活用すれば府の財政負担の縮減、平準化が可能である

ことが確認された。 
今年度は、昨年度の調査を踏まえつつ、行政棟整備に当たってのＰＦＩ手法の有効性について、

より詳細な検討を行った。 
具体的には、 
・ 今年度公表した「大阪府行財政計画（案）」（平成 14 年度～平成 23 年度）、既存の別館の活
用方法の検討結果等を踏まえた行政棟の規模・機能の精査 
・ ＰＦＩ手法を活用する場合に想定されるＢＴＯ方式とＢＯＴ方式との比較 
・ 府とＰＦＩ事業者との役割分担・リスク分担の検討 
・ ＰＦＩ事業の破綻防止策及び破綻時の対応策についての検討 
・ ＰＦＩ手法により行政棟を整備した場合の府の財政負担額と、従来手法の場合の財政負担額

との比較 
等により、行政棟整備におけるＰＦＩ手法の有効性について総合的に検討した。 
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＊ＰＦＩ（Private Finance Initiative）…民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用し、公共施

設等の建設及び運営を行うことにより、効率的かつ効果

的に社会資本の整備を行おうとする公共施設等の整備

手法。主な事業スキームとして、ＢＴＯ方式とＢＯＴ方

式がある。 
 
＊ＢＴＯ（Build Transfer Operate）方式…ＰＦＩ事業者が施設を建設し、完成後所有権を公共側に

移転し、事業期間中の運営はＰＦＩ事業者が行うＰＦＩ

の事業スキーム 
 
＊ＢＯＴ（Build Operate Transfer）方式…ＰＦＩ事業者が施設を建設して運営を行い、事業期間終

了後所有権を公共側に移転するＰＦＩの事業スキーム 
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第 1 行政棟整備の必要性 

 
１ 従来計画の概要及び現在の状況 
 
府では、庁舎の老朽、狭あい、分散等の問題を解消し、21世紀に向けて府民サービスの向上と新
しい街づくりを進めるため、昭和 63 年に新しい庁舎及び周辺地域の整備について、建物の配置や
建築計画、デザイン等の提案を求める提案競技（コンペ）を実施した。 
平成元年 10月には、このコンペの最優秀作品に基づき、「大阪府庁舎・周辺整備基本計画」を策
定した。 
その後、この計画に基づき庁舎の整備を順次進め、平成７年には新別館南館が、平成９年には新

別館北館が、それぞれ完成し、現在は警察棟の建設工事（１期工事は平成 14 年７月完成予定）を
行っているところである。 
しかしながら、行政棟・議会棟については、府の財政状況の悪化に伴い、その建設を凍結してい

る。 

図１ 「大阪府庁舎・周辺整備基本計画」の基本方針 

21世紀に求められる
高度な庁舎機能を導入する

1.庁舎の集約と適正規模のスペースの確保された快適で
　働きやすい融通性の高い庁舎
2.広域災害に関する防災、災害対策の拠点としての機能
　を持つ庁舎
3.高度情報化社会にふさわしい事務処理システム及び
　情報の広域化に対応できる庁舎
4.省エネルギーと計画的な維持管理システム等を
　取り入れた効率的な庁舎

府民に親しまれる府庁
としての機能を充実する

1.公共サービス・スペース
　の充実
2.開かれた府政の場としての
　機能の充実
3.府民に親しまれる文化施設
　の併設

世界都市大阪に
ふさわしい機能を整備する

1.国際交流を深める施設の
　充実
2.迎賓施設や国際会議にも
　対応できる会議場の設置

府民サービスの
向上

　　新しい
　　　街づくり

大阪城周辺の都市環境と
調和した官公庁街区を形成する

1.大阪城及びその周辺地域の歴史的環境や、水と緑豊かな
　自然的環境と調和した建築群の創出
2.安全で快適なアメニティーあふれる交通環境
3.府庁の新しいイメージの創造
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図２ 「大阪府庁舎・周辺整備基本計画」による庁舎の建設状況 

議会棟

行政棟

別館

大阪城公園

正
面
通
路

本館

大
手
通

知事公館

本
町
通

谷町筋

上町
筋

（２期工事予定）

完成及び工事中建物

N

新別館
北館

南館

警察棟

地下鉄谷町四丁目駅

既存建物

建設予定建物等 至天満橋

（１期工事中）

（民有地）

（民有地）

 
 
 



5 

２ 行政棟整備の必要性 
 
現在の府の本庁舎については、以下のような問題を抱えている。 
これらの問題に、抜本的かつ効率的に対応するためには、行政棟の建設が求められる。 

 
(1) 老朽化・分散化への対応 

 
ア 耐震性能の未達と災害対策機能 
地震などの災害が発生した場合、大阪府地域防災計画により、府は、国、市町村、府警察、自衛

隊等と連携して初動期の活動（消火・救助・救急活動、医療救護活動、避難誘導、二次災害の防止、

交通規制・緊急輸送活動等）や応急復旧期の活動（緊急物資の供給、保健衛生・福祉活動、ライフ

ライン・交通機能・応急住宅の確保等）を迅速かつ的確に行う必要がある。 
そのため、災害対策の指揮命令中枢機能施設である本庁舎は、大地震後も、大きな補修を要する

ことなく、その機能が十分に確保されるような耐震性能を有することが必要である。しかし、現在

の本館の耐震性能は、耐震診断の結果、震度６強以上の大震災の際には倒壊し、又は崩壊する危険

性があるレベルにある。また、現在の本館に耐震改修を行うには、建設年次が古く(大正 15年完成)、
形状も複雑であることなどにより、多額の費用が必要となる。 
 
イ 大規模改修の必要性 
建物を良好な状態で使用するためには、計画的に大規模な改修を行う必要がある。しかしながら、

現在の本館については、行政棟の整備が計画されていることから、多額の費用を要する大規模な改

修は見合わせ、最低限必要な改修・補修のみを行っている状況にある。 
そのため、建物の内外装や設備は本来の更新時期を超えて使用しており、今後、行政棟を整備せ

ず、相当期間にわたり現在の本館を使い続ける場合は、全面的な改修が必要となる。 
 
ウ 本庁機能の分散化 
現在、府の本庁機能は、本庁舎の狭あい化に伴い、民間ビルを含め多数の建物に分散している。 
具体的には、府所有の建物では本館、別館、プレハブ庁舎等の５か所、民間ビルでは 10 か所の
あわせて 15か所に分散しており、民間ビルの年間の賃料等は 10億円を超えている。 
組織数及び職員数についての分散状況をみても、本館、別館、民間ビルそれぞれに概ね３分の１

ずつが配置されている。また、同一部局内においても分散化が進んでおり、小規模な部局を除くほ

とんどの部局が、複数の建物に分散して事務を行っている。 
こうした状況は、府民の利便性の面で問題があることに加え、効率的な事務執行、組織運営の上

でも支障となっている。 
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図３ 本庁機能の分散状況 
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(2) 行政改革の推進 

複雑・多様化する行政ニーズに的確かつ効率的に対応するためには、柔軟で機動的な組織体制の

整備が必要である。 
そのため、府においては、意思決定の迅速化や権限・責任の明確化を図るための組織・職制のフ

ラット化、課を越えた総合的な対応を求められる課題に適切に対処するための「大
おお

括り
く く り

室」制の導

入等、行政運営体制の改革に取り組んでいる。 
しかし、本庁舎が多数の建物に分散していることに加えて、現在の本館においては執務室が撤去

困難な耐震壁により小さく仕切られているために、組織再編に応じた柔軟で効率的な執務スペース

の確保が困難になっている。 
事務事業の一層の効率化を図るためにも、行政棟を整備することにより分散化を解消し、空間的

にフレキシビリティの高い執務室を確保することが必要である。 
 
(3) 情報化の推進 

府では、2003年の電子府庁の実現に向けた取組みを行っており、これにより、行政手続や事務処
理プロセスの電子化等、府における情報化は大きく進む。 
一方、情報通信技術は進歩し続けており、情報通信基盤についても急速に高速化・大容量化が進

んでいる。 
今後とも社会の情報化はさらに進展し続けることが見込まれるが、府においても将来の情報化に

対応していくためには、高速・大容量のデータ通信等の高度な基盤整備が求められる。こうしたさ

らなる情報化に対応するための基盤整備については、行政棟整備に併せて行うことが効率的である。 
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第２ 行政棟整備の基本的考え方 
 
従来計画の策定後、府においては財政状況の悪化、行政改革による職員数の削減など状況が大き

く変わるとともに、とりまく社会の状況についても急速な情報化や地方分権の進展など著しく変化

している。 

そのため、行政棟に求められる機能等についても見直しが必要となっており、「大阪府庁舎・周辺

整備基本計画」の基本方針を踏まえつつ、行政棟整備についての基本的な考え方を整理する。 

 
１ 行政改革・情報化を推進する庁舎 
 
(1) 効率的で柔軟な組織運営への対応 

分散している本庁機能を集約できる規模の確保と融通性の高い平面計画により、組織の簡素化・

効率化に寄与するとともに、将来の行政需要の変化に伴う組織改編等に柔軟に対応できるようにす

る。 

 

(2) 情報化への対応による行政運営の効率化 

高速・大容量のデータ通信等のより高度なネットワークの整備とさらなる情報化の進展に柔軟に

対応することにより、仕事の仕方を変え、組織のありようの抜本的な改革につなげる。 

 

２ 府民に開かれ、府民生活に貢献する庁舎 
 
(1) 多様で質の高い行政サービスの提供 

高度な情報通信基盤の整備による電子府庁の推進や情報提供・相談機能の充実等により、府民サ

ービスの向上を図る。 

 

(2) 福祉のまちづくりへの対応 

バリアフリーの推進、適切なサイン計画等により、府民にやさしく、利用しやすい庁舎とする。 

 

(3) 災害対策拠点機能の配備 

府の災害対策の拠点として防災情報ネットワーク等の機能を備え、府民の生命及び財産の安全を

図る。 

 

３ 都市・環境に配慮した庁舎 

 
(1) 地球環境への配慮 

合理的な省資源・省エネルギーシステムの導入等により、地球環境にやさしい庁舎とする。 

 

(2) まちづくりへの貢献 

大阪城公園や周辺の建物との調和を図るとともに、良好な都市環境・景観の創造に寄与する。 
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４ 効率性・機能性の高い庁舎 

 
(1) 官民の新しいパートナーシップによる整備・運営 

民間事業者の創意工夫や技術の活用と官民の適切かつ明確な役割・責任分担により、効率的・効

果的な庁舎整備・維持管理を行う。 

 

(2) ライフサイクルコストを考慮した効率的な管理  
長期使用の視点に立ち、耐久性に優れた材料の使用や民間事業者による効率的な維持管理の導入

などにより、ライフサイクルコスト（設計・建設、維持管理等の建物の建設から撤去までに必要な

コストの総計）の低減を図る。 
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第３ 行政棟の規模・機能の設定 
 
１ 規模・機能の考え方 
 
従来計画策定後の府を取り巻く状況変化や、新しい時代潮流を踏まえた「第２ 行政棟整備の基

本的考え方」に基づき、本庁として必要な規模・機能を設定するとともに、既存の別館の活用を検

討し、新しい行政棟の規模・機能を設定する。 
 

図４ 行政棟の規模・機能設定の考え方 

 

行政棟整備の基本的考え方

○行政改革・情報化を推進する庁舎
○府民に開かれ、府民生活に貢献する庁舎
○都市・環境に配慮した庁舎
○効率性・機能性の高い庁舎

規模・機能

別館活用

本庁として必要な
規模・機能

従来計画策定後の状況変化
新しい時代潮流

基本方針

従来の計画

行政棟案
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２ 従来計画の見直し 
 
従来計画における行政棟の概要は、次の表のとおりである。 
 

表１ 行政棟の概要（従来計画） 

延床面積 
（地下駐車場等） 

約 159,100㎡ 
（22,100㎡ 388台） 

高さ・階数 214m 地上 43階 地下 3階 
建設費 約 1,100億円 

 
「第２ 行政棟整備の基本的考え方」に基づき、従来計画における行政棟の規模・機能を抜本的

に見直すこととする。 
 
(1) 本庁収容予定人員の算定 

規模の算定に当たり、本庁収容予定人員については、大阪府行財政計画（案）による職員数の削

減後の本庁予測着席人員とする。 
具体的には、「事務室使用職員数の調査」（平成 13 年６月現在の本庁着席人員）をもとに、大阪
府行財政計画（案）によって削減を見込んでいる職員数のうち、本庁において削減が予定される職

員数を差し引いて算定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 収容予定人員以外の主な見直し内容 
 
ア 情報化の進展・電子府庁化（機器の小型化、ペーパーレス等）による面積の削減 

  → 事務室面積の削減（１人当たり事務室面積の削減）、書庫・倉庫面積の削減 
 
イ 諸施設・機能の取止め 

  → 行政棟の規模縮小等に伴う展望室の取止め、国際会議場（グランキューブ大阪）の整備に

伴う国際会議対応の機能の取止め 
 

表２ 行政棟及び別館に収容する人員 

 

平成 13年６月本庁着席人員 

５,０７１人 

 
備考 上記各人員には、職員のほか、行政委員、嘱託、非常勤職員を含む。 

平成 13 年６月着席人員及び収容予定人員は、議会事務局及び行政棟・別館に収容しない地方労働委員及び事務局

を除く。 
 
 

（参考） 

従来計画の収容人員 

５,８５０人 

 

 

収容予定人員（本庁予測着席人員） 

４,７００人 

 



12 

ウ 共用スペースの効率的配置による建物面積の圧縮 

  → 有効面積比率 従来計画：56%  ⇒  試案：65% 
 
エ 庁舎管理、コスト削減の観点から来庁者用駐車場の地上配置と地下駐車場の縮小 

 

オ 福利利便施設（食堂、喫茶、売店、金融機関等）のＰＦＩ事業者による建設・運営 

 
 
(3) 従来計画の考え方を継承する主なもの 
 
ア 情報提供、災害対策、情報化等に関係する施設 

  → 府民情報センター、広域防災センター、コンピュータ通信センター等 
 
イ 高速・大容量のデータ通信に対応できる配管・配線スペース、ＯＡフロア等 

 
ウ 耐震性能 

  → 大地震の後も建築物の使用が可能（十分な機能確保） 
 
エ 災害対策拠点としてのバックアップ機能 

  → 無停電電源設備、自家発電設備等 
 
オ バリアフリー 

  → 大阪府福祉のまちづくり条例、ハートビル法等の遵守  
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３ 本庁として必要な機能・面積の算定 

 
「２ 従来計画の見直し」を踏まえ、本庁として必要な各機能及び面積（機械関係室・通路部分

等を除く有効面積）について、国土交通省の新築一般庁舎の面積算定基準の準用、必要な機能・面

積の積上げ等の方法により、次の表のとおり設定した。 
 

表３ 本庁機能の用途別必要面積 

(単位：㎡）

一般事務室 30,113 41,696 31,130
特別職室 594 850 780
行政委員室 270 500 340

計① 30,977 43,046 32,250
会議室・応接室 3,244 6,175 5,100
書庫・倉庫 4,537 4,644 3,400
府民情報センター 470 1,094 1,000
広域防災センター 620 927 800
コンピュータ通信センター 1,325 2,301 2,200
報道関係室 490 971 900
放送関係室 0 242 50
中央搬送センター 149 292 260
府民ロビー（多目的スペース） 0 1,100 1,000
展望室 0 1,397 0
献血ルーム 0 107 150
食堂・喫茶 1,327 2,396 800
売店・金融機関（銀行・郵便局） 826 1,067 0
更衣室 2,556 1,670
喫煙コーナー・休養室 1,447 800
清掃関係スペース 1,133 1,000
中央監視室・車庫詰所・管理諸室 1,105 930
給湯室・便所 3,995 2,680
中水道施設 0 468 300
外務省大阪分室 134 196 180
警察関係諸室 0 492 200

計② 16,247 34,105 23,420
47,224 77,151 55,670

事
務
室

特
別
用
途
室

区　分 従来計画の面積
本庁機能
必要面積

現状面積

有効面積　①＋②

3,125

 
備考 
１ 現状は、平成 13年４月現在で、民間ビル入居面積を含み、議会事務局及び地方労働委員会を除く。 
２ 従来計画における有効面積は、平成７・８年度の行政棟実施設計面積 
３ 従来計画における延床面積は、上記の有効面積に機械関係室・通路部分等及び地下駐車場面積を加えた

159,100㎡である。 
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４ 別館の活用 
 
現在の別館（昭和 39 年完成、地上８階、地下３階）は、本館に比べ建設年次が新しく、従来計
画においても必要な改修を行った上で継続して活用することとしており、既に耐震改修も実施した

ところである。 
これまで、別館の活用方法については、府の出資法人等を収容する方向で検討してきたが、出資

法人等の一層の統廃合が想定されることや、行政棟整備に係る財政負担を縮減する観点から、別館

の活用方法についてあらためて検討を行った。 
 
(1) 活用方法 

別館は、行政棟建設予定地に隣接していること、事務室の大部屋化や情報化への対応が構造上可

能であることから、本庁の一部として行政棟と一体的に使用することが可能である。また、出先機

関の中には別館への収容が可能と思われるものもあり、これらを考慮すると、活用方法として、本

庁の一部としての使用、出先機関の収容、出資法人等の収容が考えられる。 
これらについて比較検討したところ、府の財政負担の縮減が見込まれること、出先機関の事務の

効率化や跡地等の利用などの効果が期待できること等から、本庁の一部及び出先機関を収容する方

法が最も効果的であると考えられる。 
 
(2) 利用面積等 

別館の延床面積は約 29,500㎡であるが、本庁の一部及び出先機関として利用可能な有効面積は、
機械関係室及び通路部分、地下駐車場、市長会など他団体に使用許可している部分等を差し引いた、

概ね 11,500㎡である。 
このうち、本庁の一部として利用する面積は 8,500㎡とし、出先機関として利用する面積は別館
への収容が可能と考えられる出先機関の現状を参考に 3,000㎡とする。 
なお、別館の地下駐車場については、全体の整備計画が確定しておらず駐車場計画について精査

が必要であること、駐車場以外にも様々な用途での利用が可能であること等から、今後、全体の整

備計画の検討と併せて活用方法を決定する。 
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５ 行政棟の規模の算定 

   
「３ 本庁として必要な機能・面積の算定」において設定した本庁機能全体として必要な面積を

次の表のとおり、行政棟と別館に振り分け、行政棟の規模を約 79,000㎡と算定した。 
別館の主な用途については、事務室、会議室等の一般的な事務機能とし、コンピュータ通信セン

ター、広域防災センター等の特殊用途機能は、建物の耐震性能、耐用年数等を考慮し、行政棟に配

置する。 
また、空気調和用熱源機器等の設置については、従来計画どおり新別館地下に既に整備されてい

るエネルギー供給施設（エネルギーセンター）の未利用スペースを活用することとする（次の表の

面積には含めていない。）。 

表４ 行政棟の面積

本庁機能
必要面積

一般事務室 31,130 5,360 25,770 41,696
特別職室 780 0 780 850
行政委員室 340 0 340 500

計① 32,250 5,360 26,890 43,046
会議室・応接室 5,100 550 4,550 6,175
書庫・倉庫 3,400 450 2,950 4,644
府民情報センター 1,000 0 1,000 1,094
広域防災センター 800 0 800 927
コンピュータ通信センター 2,200 0 2,200 2,301
報道関係室 900 0 900 971
放送関係室 50 0 50 242
中央搬送センター 260 0 260 292
府民ロビー（多目的スペース） 1,000 0 1,000 1,100
展望室 0 0 0 1,397
献血ルーム 150 0 150 107
食堂・喫茶 800 800 0 2,396
売店・金融機関（銀行・郵便局） 0 0 0 1,067
更衣室 1,670 290 1,380 2,556
喫煙コーナー・休養室 800 140 660 1,447
清掃関係スペース 1,000 220 780 1,133
中央監視室・車庫詰所・管理諸室 930 210 720 1,105
給湯室・便所 2,680 470 2,210 3,995
中水道施設 300 0 300 468
外務省大阪分室 180 0 180 196
警察関係諸室 200 0 200 492

計② 23,420 3,130 20,290 34,105
47,180 77,151
(65.0) (56.3)

25,400 59,840
(35.0) (43.7)

72,580 136,991
6,000 22,100

78,580 159,091

（単位：㎡、( )内：%）

従来計画の面積

事
務
室

特
別
用
途
室

有効面積　①＋② 55,670 8,490

区　分 別館活用面積 行政棟面積

合　計
地下駐車場（荷捌・サービスヤードを含む）

総合計

機械関係室・通路部分等

 

備考 行政棟地下駐車場以外に、別途、来庁者用、大型公用車用、納品車用等の地上駐車場を設置する。  
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第４ 事業方式の検討 
 
１ ＰＦＩ手法活用のメリット 

 
行政棟の整備にＰＦＩ手法を活用する場合、従来手法と比較すると、府にとって以下のような点

でメリットが期待できる。 
 
(1) 効率的・効果的な行政棟の整備・維持管理 

従来手法で行政棟を整備する場合は、府が建物や維持管理に関し、細部にわたり仕様を定めて発

注する「仕様発注」を行うとともに、各分野の事業者にできるだけ細分化して発注する「分離・分

割発注」を行う。 
これに対し、ＰＦＩ手法を活用する場合は、建物の性能や維持管理の水準など府が行政棟として

必要とする条件を示す「性能発注」を行い、また設計・建設から維持管理までを一括して発注する

「一括発注」を行う。 
この場合、設計を含む建設・維持管理など、各分野の専門的なノウハウを有する民間事業者が企

業連合（コンソーシアム）を組成して参画するため、設計・建設・維持管理を含む事業期間全体を

通じて民間事業者の自主性及び創意工夫が発揮される。さらに、こうした企業連合間で、より効率

的かつ効果的に施設を整備・運営するための競争が行われることから、事業コストの削減がなされ、

事業期間全体を通じた府の財政負担の縮減につながることが期待できる。 
なお、事業化に当たっては、ＰＦＩ法に基づいて内閣総理大臣が定めた基本方針において、従来

手法の場合と比較した上で、財政負担の縮減など効率的かつ効果的に実施できると判断できる場合

にのみ、ＰＦＩ手法を活用することとされている。 
 
(2) 適切な役割分担・リスク分担 

官民が共同で出資して事業経営を行う第三セクター方式に代表される民間活力の導入方式では、

行政は、事業経営に関し出資に見合った応分の責任を担っていた。 
これに対しＰＦＩ手法では、ＰＦＩ事業者が必要な資金を調達し、庁舎の建設、維持管理等を行

い、府は事業経営には参画せず、ＰＦＩ事業者から提供される公共サービスの対価を支払うことと

なる。 
また、事業期間全体を通じて想定されるリスクをできる限り明確にした上で、府とＰＦＩ事業者

との間で、それぞれのリスクごとに、ＰＦＩ法に基づく基本方針に定められるように「リスクを最

もよく管理することができる者が当該リスクを分担する」ことを基本として分担することで、事業

全体のリスク管理を効率的に行うことができる。 
府とＰＦＩ事業者との具体的な役割分担・リスク分担については、あらかじめ締結する契約の中

で、長期にわたる事業期間全体を通じて想定される事項とその対応方針を可能な限り詳細に明記す

ることにより、責任の所在を明らかにすることができる。 
なお、ＰＦＩ事業を実施する者として選定された民間事業者が当該ＰＦＩ事業以外の事業等に従

事すると、当該ＰＦＩ事業以外の事業等に係るリスクのために当該ＰＦＩ事業に係る公共サービス

の提供に影響が生じることも想定される。そのため、選定された民間事業者が当該ＰＦＩ事業のみ
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を実施するための新たな法人（特定目的会社）を設立し、府はこの法人とＰＦＩ契約を締結するこ

とを前提として検討を進めることとする。 
 
(3) 財政負担の平準化 

従来手法で都道府県庁舎を建設する場合、地方債の発行と自己財源によって建設費を負担するこ

ととなるが、地方債を充当できる比率は最大で建設費の 65％であり、残りの建設費は自己財源の中
から工事期間中に支払うことが必要となる。工事期間中は、多額の建設費に加え、現在借り上げて

いる民間ビルの賃料や現庁舎の維持管理費も同時に必要となるため、現下の府の財政状況ではその

負担が非常に困難である。 
一方、ＰＦＩ手法の場合には、ＰＦＩ事業者が必要な資金を調達して庁舎の建設を行う。府は、

庁舎の供用開始以降、事業期間全体を通じてサービスの対価を支払うことから、従来手法に比べて

府の財政負担は平準化される。 
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２ ＰＦＩ事業のスキームの種類 
 

ＰＦＩ手法を活用して行政棟を整備する場合、次の２つのスキームが想定される。 

 

表５ ＢＴＯ方式及びＢＯＴ方式の概要 

ＰＦＩ事業の種類 概        要 

 ＢＴＯ方式 

（Build Transfer Operate） 

・ＰＦＩ契約に基づき、ＰＦＩ事業者が行政棟の整備を行い、完成後所

有権を府に移転し､維持管理等はＰＦＩ事業者が引き続き行う方式で

ある。 

・府は、事業期間中、割賦販売契約による割賦料と維持管理サービスの

対価をＰＦＩ事業者に支払う。 

 ＢＯＴ方式 

（Build Operate Transfer） 

・ＰＦＩ契約に基づき、ＰＦＩ事業者が行政棟の整備を行い､事業期間

中所有して維持管理し､期間終了後に府に有償又は無償で行政棟を譲

渡する方式である。 

・府は、事業期間中、賃貸借契約による賃料をＰＦＩ事業者に支払う。

 

 

図５ ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式のスキーム

ＢＯＴ方式（建設・維持管理・所有権移転）ＢＴＯ方式（建設・所有権移転・維持管理）

大阪府

ＰＦＩ事業者

ＰＦＩ契約

（割賦販売／
維持管理委託）

割
賦
料
支
払

維
持
管
理
委
託
料

行
政
棟
建
物

維
持
管
理
サ
ー
ビ
ス

各種民間企業

保険会社 保険契約

金融機関

融資契約

大阪府

ＰＦＩ契約

（建物賃貸借）

賃
料
等
支
払

行
政
棟
建
物

維
持
管
理
サ
ー
ビ
ス

設計・建設契約
管理委託契約　等

出資者出資 ＰＦＩ事業者

各種民間企業

保険会社 保険契約

金融機関

融資契約
設計・建設契約
管理委託契約　等

出資者出資
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３ 事業スキームの評価の視点と事業スキームの特性 
 
(1) 評価の視点 

行政棟の整備にＰＦＩ手法を活用する場合、ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式のどちらのスキームがより

適しているかは、以下に示す視点に照らして判断する必要がある。 
 
ア 行政機能の中枢拠点としての安定した使用 

行政棟は、府の行政機能の中枢拠点であり、府民サービスに支障を来たさないためには、府が行

政棟を安定して使用できることが必要である。そのためには、第三者により府の行政棟の使用が妨

げられることのないよう、権利関係が安定していることが求められる。 
 
イ 行政需要に対応した機能・用途の柔軟な変更 

時代とともに変化する行政需要に対応していくためには、将来、行政棟の一部の用途変更や、そ

れに伴う改修の必要が生ずることがありうる。 
また、非常災害時には国、市町村、自衛隊等と連携した災害対策の拠点として機能するなど、一

時的に行政棟の使用形態を変更しなければならないことも想定される。 
そのため、行政棟は、行政需要に応じてできるだけ柔軟な活用、利用形態の変更に対応できるよ

うにしておくことが必要である。 
 
ウ 長期にわたる建物性能水準の確保と良好な維持管理 

行政棟は、災害時をも想定した十分な耐震性能を備えた行政の中枢拠点となる建物であり、事業

期間中のみならず、その後においても、長期にわたり機能し続けることが求められる。そのため、

建設段階において必要な性能を確保するとともに、適切な維持管理を日常的に行い、かつ、適切な

時期に大規模な修繕を計画的に行うことが必要である。 
 
エ 府の財政負担の縮減 

ＰＦＩ手法においては、民間事業者によるノウハウの集結と企業連合間の競争によって府の財政

負担の縮減が期待できるが、厳しい財政状況のもと、府の財政負担をより抑制できるスキームが望

ましい。 
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(2) ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式の特性 

「(1) 評価の視点」を踏まえ、事業スキームの評価を行う上で考慮すべきＢＴＯ方式とＢＯＴ方
式の特性は、概ね次の表のとおりである。 
 

表６ ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式の特性 

 ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式 

行政棟の事業期間中の所

有者 

府（行政財産となり、私権の設定が禁

止される。） 

ＰＦＩ事業者（ＰＦＩ事業者の判断

で、第三者の権利設定が可能である。）

府の行政棟の使用権限 所有権に基づく使用 賃借権（賃貸人であるＰＦＩ事業者は

行政棟を使用させる義務を負い、賃借

人である府はこれに対して賃料を支

払う義務を負う。） 

行政棟の機能・用途の変更 所有権に基づき、府が、必要な時期に、

必要な措置をとる。 

府は、改修や用途の変更をするには、

賃貸人であるＰＦＩ事業者の承認が

必要である。 

行政棟の性能確保及び修

繕のために必要な措置 

所有権に基づき、府が、必要な時期に、

必要な措置をとる。 

ＰＦＩ事業者は、賃貸人として、府が

行政棟を使用するのに必要な修繕を

する。 

 

 
４ 事業スキームの評価 
 
(1) 行政機能の中枢拠点としての安定した使用 

ＢＴＯ方式の場合、行政棟は行政財産となり、府は自らの所有権に基づき行政棟の使用を行う。

また、行政財産は特定の場合を除いて私権の設定が禁止され、これに反して行われた行為は無効と

されるため、第三者により府の行政棟の使用が制限されることはない。 

一方、ＢＯＴ方式の場合、府は賃借人として、賃貸借契約の定め（建物の用途等）に従い行政棟

を使用することとなる。また、行政棟はＰＦＩ事業者が所有する建物となるため、第三者が私権を

設定することが可能である。そのため、府が行政棟を安定して使用し続けられるよう、第三者に対

する権利設定を禁止するなどＰＦＩ契約において十分な措置を講じておくことが必要となる。 

万一、事業の破綻等によりＰＦＩ契約の解除が生じた場合については、ＢＴＯ方式では行政棟の

所有権は府にあり、維持管理業者を入れ替えることによって、府は行政棟の使用を続けることが可

能である。ＢＯＴ方式では、ＰＦＩ契約の解除の効果は、府有地に建設された行政棟の収去及び土

地の明渡しであり、府が行政棟の使用を続けるためには、行政棟の売買予約権の行使と府に不利と

ならないような代金の支払い方をあらかじめ定めておく等の措置が必要である。 

 

(2) 行政需要に対応した機能・用途の柔軟な変更 

ＢＴＯ方式の場合、事業期間中も、行政棟は府の所有物である。そのため、府の独自の判断で、

非常災害時の対策拠点等として臨機応変に活用することや、将来の行政需要の変化に柔軟に対応し

て改修等を行うことが可能である。 

一方、ＢＯＴ方式の場合は、府とＰＦＩ事業者は賃貸借関係にあり、府は賃貸人であるＰＦＩ事

業者の承諾なしに、賃借人としての使用権限を超えた用途変更や改修等を行うことはできない。そ
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のため、例えば非常災害時等において、緊急に行政棟の使用形態を変更する必要が生じた場合や、

将来の行政需要の変化等に伴い改修等が必要となった場合を想定して、柔軟な対応が可能となるよ

うＰＦＩ契約で規定しておく必要がある。なお、ＰＦＩ事業においては、ＰＦＩ事業者がプロジェ

クトファイナンス（プロジェクトを行う企業の信用力を拠り所とする従来型の金融手法ではなく、

融資の対象が特定のプロジェクトに限定され、返済を全面的にプロジェクトの事業性に依存するも

の）で資金を調達することが想定されるが、ＰＦＩ事業者が府との間で大規模な改修等に伴うＰＦ

Ｉ契約の変更契約を締結するためには、ＰＦＩ事業者に融資を行っている金融機関の承認が必要と

なる。この場合、金融機関は、その改修等が融資の返済に悪影響を与えるおそれがないか十分な審

査をすることとなり、場合によっては、府が必要とする改修等に影響が生じることも想定される。 

 
(3) 長期にわたる建物性能水準の確保と良好な維持管理 

 
ア 建物の性能水準の確保 
 
(ｱ) 完成時の性能確保 

ＢＴＯ方式及びＢＯＴ方式のいずれの場合においても、府とＰＦＩ事業者の間には行政棟の建設

工事に関する直接の契約関係がないため、ＰＦＩ契約で特段の定めがなされない限り、府は、建設

業者が行う工事について直接監理する立場にはない。 
しかし、いずれの方式においても、ＰＦＩ契約で規定することにより、設計・建設及び完成の各

時点において、府は、ＰＦＩ事業者からの報告を受け、又は府が自ら検査を行うことができるよう

にすることができ、完成時における建物性能の確保を図ることができる。 
 
(ｲ) 建物の瑕疵の修補等 

ＢＴＯ方式の場合、行政棟の完成・引渡後に建物の瑕疵が発見されたときは、ＰＦＩ事業者は、

ＰＦＩ契約において建物の売主として瑕疵担保責任を負うため、府は、ＰＦＩ事業者に対して瑕疵

の修補又は損害賠償を請求することができる。ただし、ＰＦＩ契約で規定する瑕疵担保責任期間の

経過後は、府が自ら修補を行うことになる。そのため、瑕疵担保責任期間を十分検討の上設定する

とともに、予期せぬ修繕の発生等により府の支出が増嵩することのないよう、民間事業者の募集や

ＰＦＩ契約の締結の段階から手段を講じておくことが必要である。 
これに対し、ＢＯＴ方式の場合、ＰＦＩ契約上、賃貸人であるＰＦＩ事業者は、事業期間中、府

が行政棟を使用する上で適した状態を維持する義務を負っている。そのため、事業期間中に府の行

政棟の使用が妨げられたときは、その原因が建物の瑕疵によるものであれ、不十分な維持管理によ

るものであれ、その理由の如何を問わずＰＦＩ事業者の債務不履行に該当し、府はＰＦＩ事業者に

対し、ＰＦＩ契約に基づき不履行状態の是正を求めることができる。 
 
(ｳ) 長期間にわたる建物性能の確保 

行政棟は事業期間中だけでなく、長期にわたり使用するものである。事業期間終了後の行政棟の

耐用年数は、事業期間中の維持管理の質により影響を受けることとなるため、事業期間中において

も長期にわたる使用の観点から適切な維持管理を行うことが求められる。 
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ＢＴＯ方式の場合は、事業期間中、行政棟の所有権は府にあるため、建築・設備の全面更新のた

めの大規模修繕は府が行う。府は、民間事業者の募集の際に行政棟を長期に使用する上で必要な修

繕の内容や実施時期をＰＦＩ事業者にあらかじめ提案させるとともに、建物の完成後においてはＰ

ＦＩ事業者が日常の維持管理業務を通じて把握した建物・設備の状況を随時に報告させることによ

り、適切な大規模修繕を実施することが可能となる。なお、この場合、府の大規模修繕に係る費用

が予想外に増嵩することのないよう、ＰＦＩ事業者が提案した長期修繕のための計画以外の大規模

修繕の必要性が発生した場合の対応についても、あらかじめ定めておく必要がある。 

一方、ＢＯＴ方式の場合は、行政棟を所有するＰＦＩ事業者が、賃貸人として、自らの判断で大

規模修繕を含め必要な維持管理を行うことになる。そのため、ＰＦＩ事業者は、行政棟を事業期間

全体を通じて良好な状態に維持する上で最も適切と判断するタイミングで、必要な修繕等を実施す

ることが可能になる。ただし、ＰＦＩ事業者は、事業期間終了後に行政棟を府に譲渡するため、賃

借人である府が事業期間中使用する上で最低限支障がない範囲での修繕等を行うに止まる可能性が

あることから、府は、事業期間中、長期にわたる使用の観点から監視を行い、必要な措置を求める

ことができる仕組みを、ＰＦＩ契約において講じておくことが必要となる。 
 
イ 維持管理水準の確保 
ＰＦＩ事業者による行政棟の維持管理が府の求める水準に達しない場合など、ＰＦＩ事業者によ

る債務不履行を防ぐため、このような場合のＰＦＩ事業者に対する措置をＰＦＩ契約で規定してお

くことが考えられる。 
 
(ｱ) 対価の減額又は支払停止 

行政棟の維持管理に関する債務不履行があった場合、ＢＴＯ方式では、行政棟の建設及び引渡し

が適切に行われている以上、建物に係る割賦料の支払いを停止することは困難であるが、債務不履

行に係る維持管理の委託料等の減額あるいは支払停止を行うことは可能である。 
ＢＯＴ方式の場合には、ＰＦＩ契約の主な内容は行政棟を府に賃貸することである。したがって、

行政棟が府の使用に適切な状態に維持されていないとしても、府が行政棟の使用を続けている以上、

府からＰＦＩ事業者に支払うべき賃料の大部分又は全額の支払いまで留保することはできない。し

かし、債務不履行の程度に応じた措置として、賃料の減額あるいは支払停止は可能である。 
いずれの方式においても、債務不履行の程度に応じて減額あるいは支払停止といった措置をする

ことができるようにしておくことによって、ＰＦＩ事業者にＰＦＩ契約の規定に従った運営・維持

管理を適切に行おうとするインセンティブを与えることができると考えられる。 
 
(ｲ) ＰＦＩ契約の解除 

府からＰＦＩ事業者への支払いの減額や停止によっても、ＰＦＩ事業者が維持管理に関する債務

を適切に履行しない場合の措置として、ＰＦＩ契約の解除をＰＦＩ契約に規定しておくことも考え

られる。 
ＢＴＯ方式の場合は、行政棟の所有権は完成後すぐに府に移転されているため、ＰＦＩ契約を解

除することとなっても、府は行政棟を所有権に基づき使用し続けることができる。維持管理につい

ては、他の民間事業者に対しＰＦＩ契約と同様の長期･包括の「管理委託」型の業務委託を行うこと
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により対応が可能である。したがって、維持管理の不履行に対する措置として、ＰＦＩ契約の解除

も有効な手段の一つと考えられる。 
一方、ＢＯＴ方式では、ＰＦＩ契約を解除した場合、解除の効果は行政棟の収去及び土地の明渡

しであり、府にとって望ましい解決方法とはいえない。ＰＦＩ契約の解除を規定する場合には、売

買予約権の行使やその場合の代金の支払方法等などについても、あらかじめ規定しておくことが必

要となる。 

 
 (4) 府の財政負担の縮減 

 
ア 公租公課 
ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式では、行政棟の所有権の移転時期が異なることから、次のとおり公租公

課の扱いに差異がある。 
固定資産税･都市計画税など建物の所有に対して課税されるものについては、ＢＴＯ方式の場合は

完成後すぐに府の所有となるため、非課税となる。これに対し、ＢＯＴ方式の場合、事業期間中は

ＰＦＩ事業者が所有するために課税される。 
法人税等についても、ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式では課税される税額に違いがある。ＢＴＯ方式で

は建物取得原価を割賦売上原価として全額費用計上するのに対し、ＢＯＴ方式では建物取得原価は

減価償却という形で費用化される。そのため、この事業のように事業期間が資産の法定減価償却期

間よりも短い場合には、ＰＦＩ事業者は建物取得原価の一部を事業期間内には減価償却できず、建

物取得原価の一部は課税対象となる。ただし、ＢＯＴ方式の契約が、「売買として取り扱われるリー

ス取引」としての要件（費用の全額回収、解約不能、一定期間後無償譲渡等の条件）を備える場合

においては、法人税の課税上売買とみなされ、ＢＴＯ方式と同様に取り扱われる可能性がある。 
また、ＢＯＴ方式では、ＰＦＩ事業者が将来の大規模修繕のために備えて資金の積立てを行う際

にも、課税された後に積立てを行わなければならなくなる。 

 

表７ ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式における公租公課 

 ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式 

不動産取得税(府) 課税 課税 

登録免許税(国) 
設立登記：課税 

その他：非課税 

設立登記：課税 

保存登記：課税 

 抵当権設定：課税 

固定資産税・都市計画税(市) 非課税 課税 

事業所税（市） 課税（初年度のみ） 課税（初年度のみ） 

法人税（国） 

法人事業税（府） 

法人府民税(府) 

法人市民税（市） 

建物取得原価→非課税 

大規模修繕費（府で措置）→非課税 

建物取得原価→一部課税 

大規模修繕費（PFI 事業者積立）→ 

課税

 
イ リスク移転と府の財政負担 
事業期間中の建物の所有権がＰＦＩ事業者にあるＢＯＴ方式の場合、ＰＦＩ事業者が大規模修繕

を含めた建物の維持管理の責任を全面的に負担することになるなど、ＰＦＩ事業者の負うリスクは
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建物の所有権が府にあるＢＴＯ方式に比べて大きいため、ＰＦＩ事業者はそれに見合った対価を設

定すると考えられる。そのため、ＰＦＩ事業者に対する府の支払額は、ＢＯＴ方式に比べてＢＴＯ

方式の方が抑制される可能性が高い。 
 ただし、「第７ ３ リスクの調整」で述べるように、府からＰＦＩ事業者にリスクが移転される

場合は、そのリスクを適切に評価した上で比較する必要があり、両方式それぞれにおいて移転され

るリスクをすべて適切な方法で定量化すれば、リスク移転の違いによる府の財政負担は、両方式で

差異はないものと考えられる。 
 
(5) 行政棟整備に適した事業スキーム 

「４ 事業スキームの評価」で行った評価を総合すると、それぞれのスキームの特性上、行政棟

の安定した使用、行政需要に対応した機能・用途の変更の柔軟性などの面ではＢＴＯ方式が、事業

期間中の維持管理水準の確保という面ではＢＯＴ方式が優れている。しかし、これらの点について

は、ＰＦＩ契約における規定の仕方によって、それぞれの方式の優れた面を取り入れ、近づけるこ

とが可能と考えられる。 
一方、府の財政負担の面から見ると、特に現在の税制度のもとでは、ＢＴＯ方式が府にとって有

利であり、その影響度も大きい。 
これらのことから、行政棟の整備にＰＦＩ手法を活用する場合には、ＢＴＯ方式の採用が適して

いると考えられるため、以後はＢＴＯ方式を前提として検討を進める。 
ただし、ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式の財政負担の差を確認するため、シミュレーションにおいて、

ＢＯＴ方式についても参考として試算する。 
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第５ 府とＰＦＩ事業者の役割分担・リスク分担 
 
１ 事業の範囲 
 
ＰＦＩ手法を活用して行う事業の範囲は、次のとおりとする。 

・ 行政棟の建設及び維持管理に関する事項 
・ 別館の改修及び維持管理に関する事項 
・ 新別館のエネルギーセンター未利用スペース活用に伴う改修及び当該部分の維持管理に関す

る事項 
・ 敷地の整備及び維持管理に関する事項 
・ ＰＦＩ事業者が設置する食堂等の福利利便施設の建設及び維持管理に関する事項 

 
２ 府とＰＦＩ事業者の役割分担 
 
ＰＦＩ事業においては、ＰＦＩ事業者の経営上のノウハウと技術的能力を最大限活用することで、

より効率的・効果的な事業の推進が可能になると考えられることから、府が担わなければ円滑な事

業の実施が困難であったり非効率であったりする業務、性質上府が実施すべき業務を除いて、でき

る限りＰＦＩ事業者に委ねることを基本としつつ、府とＰＦＩ事業者が適切な役割分担を行うこと

とする。 
この事業における府とＰＦＩ事業者の役割分担は、概ね次の表のとおりとする。 
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表８ 府とＰＦＩ事業者の役割分担 

 業  務  内  容 ＰＦＩ事業者 府 
事業用地の確保  ○ 
敷地、既存建築物等の現状の情報提供  ○ 共

通 

資金調達 ○  
事前準備業務（各種調査） ○  
関係法令に基づく手続及び調整業務 ○  
 敷地の取扱い、別館改修設計に伴う業務  ○ 
設計業務 ○  
 別館改修の設計業務  ○ 
各種負担金の負担 ○  
埋蔵文化財発掘調査 ○  
電波障害対策 ○  
既存建物等解体撤去 ○  
工事及び工事監理業務 ○  
設計・工事の監視  ○ 

設
計
・
建
設 

所有権の取得及び移転に係る業務（登記等） ○  
建物点検保守業務 ○  
設備運転点検保守業務（法令点検等） ○  
清掃業務 ○  
保安業務 ○  
運用業務（受付等） ○  
長期修繕計画に基づく修繕  ○ 
上記以外の修繕（経常的修繕等） ○  修

繕 
 ＰＦＩ事業者の工事対象外部分  ○ 

環境衛生管理業務（室内環境、照度測定等） ○  
屋外施設（工作物、植栽等）等管理業務 ○  
関係法令に基づく手続及び調整業務 ○  
建物定期診断業務 ○  
業務内容の報告 ○  
提供される維持管理サービス水準の監視等  ○ 

維
持
管
理 

ＰＦＩ事業者の経営状況の監視等  ○ 
 
(1) 共通 

 ＰＦＩ事業に必要な用地は府が確保し、あらかじめ提示するが、当該用地のほかに資材置場等の

工事用地がさらに必要な場合は、ＰＦＩ事業者が確保する。 
 事業用地の測量や既存建物の状況等、民間事業者の募集に当たって必要な情報は府が提供するが、

ＰＦＩ事業者が事業実施に関してより詳細な情報を必要する場合は、ＰＦＩ事業者において調査等

を行う。 
 事業の実施に当たって必要な資金は、ＰＦＩ事業者が調達し、府からの出資は行わない。 
 
(2) 設計･建設 

事業範囲として定める事項に関する設計、工事及びそれらに関連する業務（工事監理を含む。）は、
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別館改修の設計及びそれに伴う業務を除き、ＰＦＩ事業者が行う。 
別館は既存の建物であり、ＰＦＩ事業者がその状態を正確に把握することが困難であるため、Ｐ

ＦＩ事業者が改修設計を行うと、ＰＦＩ事業者のリスクが大きくなる。そのため、府が作成した設

計図書により、ＰＦＩ事業者が別館の改修工事を行うこととする。 
ただし、別館の設備システムについては、行政棟の設備システムとの連携により維持管理の効率

化を図ることも考えられるため、民間事業者からの提案を求める方法を検討する。 
埋蔵文化財調査、電波障害対策及び既存建物等の解体撤去については、行政棟の設計や工事内容

によって調査･対策の方法が異なり、行政棟の建設工事等に併せて行うことが効率的であるため、Ｐ

ＦＩ事業者が行うこととする。なお、埋蔵文化財調査については、既に府が実施した部分の調査結

果をＰＦＩ事業者に提示する。 
府は、ＰＦＩ事業者が行う設計・施工が、府の求める水準を満たしていることを確認するために、

検査等の監視を行う。 
 
(3) 維持管理 

  
ア 維持管理業務（修繕を除く。） 

ＰＦＩ事業者は、府が求める維持管理業務の要求水準を確保できるよう、行政棟の状態を常に把

握するとともに、経常的な点検保守、清掃、保安、運用等の維持管理業務を行う。 
別館についても、行政棟と同様にＰＦＩ事業者が維持管理業務を行うこととするが、この業務の

範囲にはＰＦＩ事業者による改修工事の対象外となる建築・設備も含むため、府は、それらの現状

についての詳細な情報を条件として提示する。 
また、新別館の地下に既に整備しているエネルギーセンターの未利用スペースを活用し、行政棟

の空気調和用熱源機器等を設置する部分についても、ＰＦＩ事業者が維持管理業務を行うこととす

るが、府と他団体が区分所有している建物の一部の活用となるため、業務の範囲、内容等について

は、府が関係団体と協議の上提示する。 
府は、ＰＦＩ事業者に業務の実施状況について報告を求めること等により、維持管理業務が適切

に行われるよう監視する。 
 
イ 修繕 

設計・建設から維持管理までを一体的に委ねるＰＦＩ手法においては、設計・建設の段階で修繕

費用を小さく抑える仕様の資材、機器等を採用するなど、総合的な観点から最も効率的・効果的な

ものとなるような創意工夫が可能であり、修繕についてもこうしたＰＦＩ手法の利点が活かされる

役割分担が必要である。 
 
(ｱ) 長期修繕計画に基づく修繕 

建物を長期にわたり良好な状態で使用するためには、建築・設備の全面的な更新（大規模修繕）

のための修繕計画（長期修繕計画）を作成し、計画的に大規模修繕を実施する必要がある。 
そのため、府は、募集時に建築・設備の全面更新に係る修繕の箇所、方法、時期等について、民

間事業者に提案を求める。府は、この提案に基づき作成した長期修繕計画をもとに、ＰＦＩ事業者
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の業務報告や建物定期診断の結果も踏まえつつ、実施時期等についてＰＦＩ事業者と協議の上、修

繕を実施する。 
ＰＦＩ事業者選定の際、府の負担額は事業期間トータルで評価する必要があることから、ＰＦＩ

事業者への支払総額のみでなく、長期修繕計画に係る提案の内容とそのコストを含めて評価するこ

ととなる。 
また、ＰＦＩ事業者の提案より大幅に早く修繕が必要になった場合や長期修繕計画に掲げられて

いない大規模な修繕が必要となった場合の府とＰＦＩ事業者の役割分担については、募集の際に具

体的に明示しておくこととする。 
 
(ｲ) 長期修繕計画に基づく修繕以外の修繕（経常的修繕等） 

 
ａ 行政棟 

日常・法定の点検保守時に見つかる不具合に係る修繕、発生を予測することができなかった不具

合の解消のために行われる修繕など、長期修繕計画に基づく修繕以外の修繕（経常的修繕等）につ

いては、日頃の建物･設備の状況の把握に基づいた効率的･効果的な処理が必要であり、ＰＦＩ事業

者が実施する点検保守業務との関連が大きい。また、設計・建設段階での創意工夫が、建物完成後

の修繕の減少につながることも期待できることから、ＰＦＩ事業者が経常的修繕等を行うこととす

る。 
 
ｂ 別館等 

別館の建築・設備のうち、ＰＦＩ事業者が改修工事を行った部分に係る経常的修繕等は、行政棟

と同様に、ＰＦＩ事業者の役割とする。ただし、ＰＦＩ事業者が改修工事を行った部分以外の部分

に係る経常的修繕等は、府が行うこととする。 
新別館地下のエネルギーセンターの未利用スペース活用部分の経常的修繕等についても、別館と

同様とする。 
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３ 官民のリスク分担 
 
ＰＦＩ事業においては、事業期間全体を通じて想定されるリスクをできる限り明確にした上で、

府とＰＦＩ事業者との間で、それぞれのリスクごとに、ＰＦＩ法に基づく基本方針に定められるよ

うに「リスクを最も良く管理することができる者が当該リスクを分担する」ことを基本として分担

することで、事業全体のリスク管理を効率的に行うことができる。適切でないリスク分担や過度な

リスク移転は、結果的に総事業費の増大につながることとなる。 
この事業においても、府とＰＦＩ事業者のいずれが、 
・ リスクの顕在化をより小さな費用で防ぎ得る対応能力 
・ リスクが顕在化するおそれが高い場合に追加的支出を極力小さくし得る対応能力 
を有しているかを検討し、かつ、リスクが顕在化する場合のその責めに帰すべき事由の有無に応じ

て、リスクを分担する者を検討した。 
また、この事業では、行政棟と別館とでＰＦＩ事業者の役割が異なることから、それぞれについ

てのリスク分担を検討した。 
行政棟のリスク分担は表９、別館のリスク分担は表 10のとおりである。 
  

 
 
●・・・リスクを分担する者 
 
◎・・・従来手法では府が負担していたリスクのうち、ＰＦＩ手法ではＰＦＩ事業者に移転す

るリスク 
 
 
 

凡 例 
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表９ リスク分担表（行政棟）

府 施工業者等 府 PFI事業者

募集要項 記載内容の誤り・変更など ● ●

契約 府の事由により契約が結べない、または契約手続に時間がかかる ● ●

事業者の事由により契約が結べない、または契約手続に時間がかかる ● ●

いずれの事由にも該当しないような場合 ● ● ● ●

制度関連 政治・行政 府の政策変更による事業の変更・中断・中止など ● ●

法制度 施設の所有に関わる法制度・許認可の新設・変更 ● ●

建設業その他の事業者に関わる法制度の新設・変更 ● ●

許認可 府の事由による許認可等取得遅延 ● ● 府からのＰＦＩ事業者に対する許認可等の申請手続に必要な資料の提供の遅れ等による許認可の遅延

上記以外の事由による許認可等取得遅延 ● ● ◎

税制度 法人税その他類似の税制度の新設･変更 ● ●
法人税（国税）、法人事業税、法人府民税・法人市民税（均等割を含む）、登録免許税（法人登記に係るもの）の変
更、その他類似の税制度の新設

上記以外の税制度の新設・変更 ● ● 消費税、登録免許税（不動産の登記に係るもの）、事業所税、不動産取得税の変更、その他類似の税制度の新設
社会 第三者賠償 事業者の事由（工事期間中における事故、維持管理業務に伴う事故、維

持管理の不備に起因する事故等）による賠償
● ●

上記以外の事由による賠償 ● ●

住民対応 この事業に対する反対運動等 ● ●

行政棟の建設工事に起因する苦情（騒音、振動等）への対応 ● ●

環境問題 既存建物の解体に伴う粉塵の発生等 ● ●

行政棟の建設に伴う粉塵・有害物質の排出・漏洩等 ● ●

事業者の提案内容に起因して発生する環境問題 ● ● ◎

府の要求に伴って発生する環境問題 ● ●

発注者責任
事業者（従来方式の場合は府）が発注する契約（建設工事、維持管理）
の管理及び契約内容の変更

● ● ◎

不可抗力 戦争、地震、風水害等（施設の引渡し前） ● ● ● ● ＰＦＩ事業者は、保険でカバーできる範囲のリスクを負担

戦争、地震、風水害等（施設の引渡し後） ● ●
デフォルト（事業の中断等） 府の債務不履行、サービスの提供が不要になった場合など、府の事由に

よる事業の中断等
● ●

府の政策変更や不可抗力による中断等の各項目に掲げるものについては、各項目のリスク分担による

維持管理事業者の債務不履行 ● ●

金利 金利の変動 ● ● 割賦販売に係る金利については、あらかじめ定めた方法により府が変動のリスクを負担

測量・調査 府が実施した測量・調査のミス ●

上記以外の測量・調査のミス ● ◎

計画・設計・仕様変更 府の事由による変更・遅延 ●

上記以外の事由による変更・遅延 ● ◎

各種負担金 インフラ整備等の追加コストの発生 ● ● 行政棟建設に伴って発生する周辺のインフラ整備に関する各種負担金の変動リスクは、府が負担

資金調達 金融機関からの資金調達の不足等 ● ● ◎

埋蔵物 未知の埋蔵文化財、不発弾等の発掘による事業の中断 ● ● 埋蔵物調査はＰＦＩ事業者が行うが、未知の埋蔵文化財の発見等によるリスクは、府が負担

設計・仕様変更 府の事由による変更 ●

上記以外の事由による変更 ● ◎

工事用地確保 建設に要する仮設、資材置場等の確保 ● ● 府が確保した事業用地以外に工事用地が必要な場合は、ＰＦＩ事業者の責任で確保する

工事遅延 府の事由による完工遅延 ● ●

上記以外の事由による完工遅延 ● ● ● ◎

工事監理 工事監理に関するもの ● ● ◎

工期変更 府の事由による工期変更 ● ●

工事費増大 府の事由による工事費増大 ● ●

上記以外の事由による工事費増大 ● ●

性能未達 建物・設備機器等の要求仕様への未達 ● ●

施設損傷
工事の完成引渡し前に工事目的物、工事材料、その他関連工事に関し
て生じた損傷

● ●

物価変動 建設期間中におけるインフレ・デフレ ● ● ◎ 府は行政棟の建設期間中の物価変動に関する調整を行わない

資金調達 金融機関からの資金調達の不足等 ● ● ◎

電波障害対策 電波障害対策費の上昇 ● ● ◎

安全性確保 安全策の不備による事故等の発生 ● ●

支払不履行 府の支払不履行（支払の遅延・不能） ● ●

建物瑕疵 行政棟の引渡しから２年目まで ● ●

行政棟の引渡し３年目から10年目まで ● ● ◎

その他の部分 行政棟の引渡し後２年目まで ● ●

行政棟の引渡し３年目から５年目まで（故意又は過失） ● ●

行政棟の引渡し６年目から10年目まで（故意又は重過失） ● ●

施設損傷 事故・火災等による施設の損傷 ● ●

事業者の事由による施設の損傷 ● ●

修繕 長期修繕計画に基づく修繕 時期の変動、計画に定められていない大規模な修繕 ● ● ● ◎ 募集の際に明示する方法により、府とＰＦＩ事業者がそれぞれリスクを分担

経常的修繕等 府の事由による修繕費の増大 ● ● 不適切な利用により発生した修繕など

上記以外の事由による修繕費の増大 ● ● ◎

サービス水準未達 要求仕様への不適合によるもの ● ●

維持管理費 府の事由による維持管理費の増大 ● ● 府の事由による用途変更及び増改築等に伴う維持管理業務内容の変更など

上記以外の事由による維持管理費の増大 ● ● ◎

安全性確保 府の事由による事故等 ● ●

上記以外の事由による事故等 ● ●

物価変動 物価の変動（30年間） ● ●

維
持
管
理
段
階
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●

●
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概要
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表 10 リスク分担表（別館）

府 施工業者等 府 PFI事業者

募集要項 記載内容の誤り・変更など ● ●

契約 府の事由により契約が結べない、または契約手続に時間がかかる ● ●

事業者の事由により契約が結べない、または契約手続に時間がかかる ● ●

いずれの事由にも該当しないような場合 ● ● ● ●

制度関連 政治・行政 府の政策変更による事業の変更・中断・中止など ● ●

法制度 施設の所有に関わる法制度・許認可の新設・変更 ● ●

建設業その他の事業者に関わる法制度の新設・変更 ● ●

許認可 府の事由による許認可等取得遅延 ● ● 府からのＰＦＩ事業者に対する許認可等の申請手続に必要な資料の提供の遅れ等による許認可の遅延

上記以外の事由による許認可等取得遅延 ● ● ◎

税制度 法人税その他類似の税制度の新設･変更 ● ●
法人税（国税）、法人事業税、法人府民税・法人市民税（均等割を含む）、登録免許税（法人登記に係るもの）の変
更、その他類似の税制度の新設

上記以外の税制度の新設・変更 ● ● 消費税、不動産取得税の変更、その他類似の税制度の新設
社会 第三者賠償 事業者の事由（工事期間中における事故、維持管理業務に伴う事故、維

持管理の不備に起因する事故等）による賠償
● ●

上記以外の事由による賠償 ● ●

住民対応 この事業に対する反対運動等 ● ●

別館の改修工事に起因する苦情（騒音，振動等）への対応 ● ●

環境問題 別館の改修に伴う粉塵・有害物質の排出・漏洩等 ● ●

府の要求に伴って発生する環境問題 ● ●

発注者責任 改修工事内容の変更 ● ●

事業者が発注する契約（維持管理）の管理及び契約内容の変更 ● ● ◎

不可抗力 戦争、地震、風水害等（施設の引渡し前） ● ● ● ● ＰＦＩ事業者は、保険でカバーできる範囲のリスクを負担

戦争、地震、風水害等（施設の引渡し後） ● ●
デフォルト（事業の中断等） 府の債務不履行、サービスの提供が不要になった場合など、府の事由に

よる事業の中断等
● ●

府の政策変更や不可抗力による中断等の各項目に掲げるものについては、各項目のリスク分担による

維持管理事業者の債務不履行 ● ●

金利 金利の変動 ● ● 金利については、あらかじめ定めた方法により府が変動のリスクを負担

測量・調査 府が実施した測量・調査のミス ● ●

計画・設計・仕様変更 府の事由による変更・遅延 ● ●

各種負担金 インフラ整備等の追加コストの発生 ● ● 別館改修に伴って発生する周辺のインフラ整備に関する各種負担金の変動リスクは、府が負担

資金調達 金融機関からの資金調達の不足等 ● ● ◎

設計・仕様変更 府の事由による変更 ● ●

工事用地確保 建設に要する仮設、資材置場等の確保 ● ● 府が確保した事業用地以外に工事用地が必要な場合は、ＰＦＩ事業者の責任で確保する

工事遅延 府の事由による完工遅延 ● ●

上記以外の事由による完工遅延 ● ● ● ◎

工事監理 工事監理に関するもの ● ● ◎

工期変更 府の事由による工期変更 ● ●

工事費増大 府の事由による工事費増大 ● ●

上記以外の事由による工事費増大 ● ●

性能未達 建物・設備機器等の要求仕様への未達 ● ●

施設損傷
工事の完成引渡し前に工事目的物、工事材料、その他関連工事に関し
て生じた損傷

● ●

物価変動 工事期間中におけるインフレ・デフレ ● ● ◎ 府は工事期間中の物価変動に関する調整を行わない

資金調達 金融機関からの資金調達の不足等 ● ● ◎

安全性確保 安全策の不備による事故等の発生 ● ●

支払不履行 府の支払不履行（支払の遅延・不能） ● ●

建物瑕疵 別館改修部分の引渡し後２年目まで ● ●

別館改修部分の引渡し３年目から10年目まで ● ● ◎
別館改修部分のうちその他の部分 別館改修部分の引渡し後２年目まで ● ●

別館改修部分の引渡し３年目から５年目まで（故意又は過失） ● ●

別館改修部分の引渡し６年目から１０年目まで（故意又は重過失） ● ●

施設損傷 事故・火災等による施設の損傷 ● ●

事業者の事由による施設の損傷 ● ●

修繕
別館改修部分のうち長期修繕
計画に基づく修繕

時期の変動、計画に定められていない大規模な修繕 ● ● ● ◎ 募集の際に明示する方法により、府とＰＦＩ事業者がそれぞれリスクを分担

別館改修部分のうち経常的修
繕等

府の事由による修繕費の増大 ● ● 不適切な利用により発生した修繕など

上記以外の事由による修繕費の増大 ● ● ◎

サービス水準未達 要求仕様への不適合によるもの ● ●

維持管理費 府の事由による維持管理費の増大 ● ● 府の事由による用途変更及び増改築等に伴う維持管理業務内容の変更など

上記以外の事由による維持管理費の増大 ● ● ◎

安全性確保 府の事由による事故等 ● ●

上記以外の事由による事故等 ● ●

物価変動 物価の変動（30年間） ● ●

概要リスクの種類
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第６ ＰＦＩ事業の破綻防止策及び破綻時の対応策 

 
１ プロジェクトファイナンスのための提案段階での審査 

 
ＰＦＩ手法では、設計・建設・維持管理に関する複数の民間事業者が企業連合を組成して参画す

るため、事業内容が適正かどうか、専門的見地から相互に確認がなされることになる。また、事業

に応募する段階では、その事業計画に対し融資を行うことを表明している金融機関によって、プロ

ジェクトファイナンスのための審査が行われている。そのため、企業連合が提案した事業計画につ

いては、破綻の可能性は極めて小さいと考えられる。 
 
２ 事業期間中における事業破綻防止策 

 
事業破綻の可能性をより小さくするためには、事業期間中のＰＦＩ事業者の業務内容や経営状況

のチェックなど、事業破綻を防止するための仕組みを整備する必要がある。 
具体的には、府は、ＰＦＩ契約の規定に基づき、定期的に、又は必要に応じてＰＦＩ事業者から

その業務内容・経営状況の報告を受けるとともに、府による監査等を通じて監視し、サービス水準・

経営の健全性が低下していないことを確認する。ＰＦＩ事業者の業務内容や経営状況に問題がある

場合には、府は、ＰＦＩ事業者に対して業務改善・経営改善を要請する。 
プロジェクトファイナンスの場合は、ＰＦＩ事業者によるサービスが安定して供給されるよう、

府と金融機関との間で事業の継続に支障が生じた場合の修復方法や手段に関して協定（ダイレクト

アグリーメント）を締結することになる。ＰＦＩ事業者に対し、業務改善・経営改善の要請を行っ

ても改善が見られない場合には、協定(ダイレクトアグリーメント)の規定に従い、府と金融機関が
協議の上、維持管理業者の入替えなど適切な措置を講じることも可能である。 
こうした体制を整えることが、ＰＦＩ事業者の経営を健全な状態に維持する上で効果的である。 

 
３ 事業破綻時の対応方策 

 
ＰＦＩ事業の場合、事業が破綻しても、府はＰＦＩ事業者からサービスを購入する立場であり、

事業経営に関する責任を負うものではない。そのため、ＰＦＩ事業が破綻した場合に、府が行政棟

を安定して使用し続けることについて支障が生じるかどうかが問題となる。 
ＢＴＯ方式の場合は、ＰＦＩ事業が破綻し、契約を解除することとなった場合においても、行政

棟の所有権は完成後すぐに府に移転されているため、府は、維持管理業者を入れ替える等の方法に

より、行政棟を安定して使用することが可能である。 
また、府は、ＰＦＩ事業者に対する割賦料の債務の履行については期限の利益を有することから、

事業が破綻した場合でも、ＰＦＩ事業者の債権を継承した金融機関等に対して、当初の契約どおり

に割賦料を支払うことになり、残代金の一括返済を請求されることはない。なお、破綻時における

割賦料の債権の継承先を明らかにしておくために、ＰＦＩ事業者に対して債権を有する金融機関が

継承することを契約で規定しておくことも考えられる。 
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第７ ＰＦＩ導入可能性の確認 

 
１ シミュレーションの目的 

 
この事業に対するＰＦＩ手法の有効性を確認するため、従来手法で実施した場合に府において必

要と見込まれる設計、建設、維持管理等の費用と、ＰＦＩ手法を活用した場合にＰＦＩ事業者が採

算性を確保する上で必要と見込まれる府の財政負担額について試算し、ＰＦＩ手法を活用すれば従

来手法に比べ府の財政負担の縮減が可能かどうか、いわゆるＶＦＭ（Value for Money）があるか
どうかを確認することとする。 
なお、従来手法で実施する場合には、地方債の充当率に上限があるため工事期間中に多額の財政

負担が発生し、また完成後においても地方債の償還時(10年ごと)に財政負担が大きくなるなど、毎
年の府の財政負担額が大きく変動する。これに対し、ＰＦＩ手法を活用する場合には、府の財政負

担は建物が完成し、引渡しを受けた後に発生し、その額も平準化される。このように財政負担が長

期にわたり発生し、その支払時期や額に違いがある場合には、事業期間中の財政負担の見込額を現

在価値に換算して比較することが適切とされている。ＰＦＩ法に基づく基本方針においても、公的

財政負担の見込額は、事業期間中の公的財政負担の総額を現在価値に換算することにより評価する

とされている。そのため、このシミュレーションにおいても、ＶＦＭの算定に当たっては、従来手

法、ＰＦＩ手法それぞれの財政負担の見込額の総額を現在価値に換算して評価することとする。 
また、ＰＦＩ手法における府の財政負担の額には、この事業の実施に伴いＰＦＩ事業者が負担す

るリスクに見合う対価を含んでいる。 

そのため、ＶＦＭの算定の際には、これらのリスクのうち、従来手法で府が実施した場合には府

が負うであろうリスクについて、定量化が可能なものを数値化し、調整を行った上で比較する。 

 
 
 
※現在価値への換算 
 手形の割引や融資・預金の金利にみられるように、将来において受け取ったり、支払ったりする金銭の貨幣価値
は、現在の貨幣価値と異なる。 
例えば、現時点の 1 億円と 10 年後の１億円を比較する場合、インフレ率を０としても、その価値が異なること
から、10年後の 1億円が現時点での何円に相当するかという換算を行い比較する必要がある。 
具体的には、10年後の 1億円の価値は、1億円÷（１＋ｒ）

1 0

で計算される。この換算に当たって用いる換算率（ｒ）

が割引率で、長期国債の過去の平均利回り等が用いられる。 
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図６ ＶＦＭの算出方法 

府
の
毎
年
の
財
政
負
担
額

建設期間

府
の
毎
年
の
財
政
負
担
額

府
の
毎
年
の
財
政
負
担
額
（
現
在
価
値
）

府
の
毎
年
の
財
政
負
担
額
（
現
在
価
値
）

リスク調整の額

VFM

【従来手法】 【PFI手法】

【PFI手法】【従来手法】

府
の
財
政
負
担
総
額
（
現
在
価
値
）

維持管理期間

現在価値への換算

建設期間 維持管理期間

建設期間 維持管理期間 建設期間 維持管理期間

リスク調整

【PFI手法】【従来手法】
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２ シミュレーションの条件設定 
 
この事業を従来手法で実施した場合及びＰＦＩ手法を活用した場合のそれぞれの府の財政負担の

見込額について、シミュレーションにより比較を行う上での主な設定条件は、次の表のとおりとす

る。 
 

表 11 シミュレーションの主な設定条件 

 延床面積 
行政棟建設：79,000㎡ 
別館改修 ：29,500㎡ 

建設期間  ： ４年 
維持管理期間：３０年 

備考 建設期間は、設計、各種申請手続、文化財等調査の期間と工事期間の合計を指す。 

 

 従来手法 ＰＦＩ手法 

 
 
行政棟建設費 
 
 
 
 
 
別館改修費 

【行政棟】 
 347億円 
 ＜内容＞ 
  庁舎建築・設備工事費 
  外構工事費 
  各種負担金（電力引込み等） 
【別館】 
 23億円 
 ＜内容＞ 
  別館改修工事費 

【行政棟】 
 278億円 
 ＜内容＞ 
  同左 
  
  
【別館】 
 21億円 
 ＜内容＞ 
  同左 

建設段階 

資金調達 

【行政棟】 
 自主財源： 35% 
 地方債 ： 65% 
【別館】 
 自主財源：100% 
 地方債 ：  0% 

【行政棟・別館】 
出資金 ：約 10% 
市中借入：約 90% 

維持管理段階 行政棟・別館の
維持管理費 

16億円／年 
＜内容＞ 
 法令点検、点検保守、運転、 
 清掃、保安、経常的修繕、 
 植栽管理、光熱水費、受付等 

15億円／年 
＜内容＞ 
 同左 

各段階共通 
その他 公租公課 － 

不動産取得税、登録免許税、 
事業所税、法人税、法人事業税、

法人府民税、法人市民税 
備考１ 従来手法により実施する場合の行政棟建設費は、国土交通省の新築予算単価等により算出した建設費用に

外構工事費を加算し、落札率を乗じて得た価格に、各種負担金を加算した額である。 
２ 従来手法により実施する場合の別館の改修工事費は、老朽化に伴う大規模修繕費及び本庁の一部として使用

するために必要な改修工事費を算出し、落札率を乗じた額である。 
３ 従来手法により実施する場合の維持管理費は、「建築物のライフサイクルコスト」（建設大臣官房官庁営繕部

監修）の概算システムにより算出した額である。 
４ ＰＦＩ手法を活用する場合の行政棟建設費、別館改修工事費及び維持管理費については、従来手法で実施す

る場合のそれぞれの費用に一定の効率化を見込んで算定した額である。 
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３ リスクの調整 

 
「第５ ３ 官民のリスク分担」で整理したように、この事業においてＰＦＩ手法を活用した場

合、従来手法で実施した場合には府が負担することとなるリスクの一部がＰＦＩ事業者に移転する。

これらの府からＰＦＩ事業者に移転するリスクは、それぞれできる限り定量化して、従来手法で実

施する場合の府の財政負担の見込額に算入することが必要である。 
ただし、移転するリスクには定量化が困難なものもあるため、この調査では、現時点で定量化が

可能な設計変更等に伴って発生する建設段階での費用増加及び工期延長による費用増大について、

府の過去の実績を調査し、その影響度、発生確率を考慮して算定した。 
 

表 12 リスク調整の額 

（単位：億円） 

移転リスク リスク調整の額 
（現在価値） 

建設段階における費用増加 ０．４ 

建設段階における工期延長 ０．３ 

合    計 ０．７ 
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４ シミュレーション結果 
 
「２ シミュレーションの条件設定」で設定した条件に基づき、従来手法及びＰＦＩ手法のそれ

ぞれについて、建設期間及び維持管理期間中における毎年の府の財政負担の見込額を現在価値に換

算し、府の財政負担の総額を算出した結果、従来手法では 662.9億円、ＰＦＩ手法では 585.3億円
となった。 
ただし、ＰＦＩ手法における府の財政負担総額（585.3 億円）には、この事業を従来手法で実施
した場合には府が負うこととなるリスクに見合う対価が含まれている。そのため、従来手法で実施

した場合の府の財政負担額（662.9億円）に、「３ リスクの調整」で定量化を行った移転リスク（0.7
億円）を加えた上で、ＰＦＩ手法における府の財政負担総額（585.3 億円）と比較したところ、Ｐ
ＦＩ手法を活用した場合、府の財政負担の縮減効果（ＶＦＭ）として 78.3億円があることが確認さ
れた。なお、移転リスクには定量化が困難なものもあり、これを考慮すると、ＶＦＭはさらに大き

いといえる。 
また、ＰＦＩ手法において、事業期間中の物価変動や金利の変動に伴うものを除いた府の毎年の

ＰＦＩ事業者への支払額（割賦料及び維持管理サービスへの対価）を平準化することを前提にシミ

ュレーションを行った結果、府のＰＦＩ事業者への年間支払額は 35.3億円となった。 
なお、従来手法の場合、府の負担額がピークとなるのは工事最終年度で、約 100億円の負担が必
要となる。また、新しい庁舎が使用可能となるまでの間、府は民間ビルの賃料等の現庁舎に要して

いる費用を引き続き負担することとなるが、ＰＦＩ手法の場合は府からＰＦＩ事業者への支払いは

新庁舎が使用可能となってから発生するのに対し、従来手法の場合は建設期間中、現庁舎に要して

いる費用を負担しながら、建設費等の負担も同時に行わなければならず、府の財政負担は厳しいも

のとなる。 
 

表 13 シミュレーション結果（ＢＴＯ方式） 

従来手法における府財政負担総額 

(現在価値)

        ○Ａ
６６２．９億円 大規模修繕費を含む。 

リスク調整の額（現在価値） 

○Ｂ
０．７億円  

ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式）における

府財政負担総額（現在価値） 

   ○Ｃ
５８５．３億円 大規模修繕費を含む。 

ＶＦＭ    

○Ａ＋○Ｂ－○Ｃ
７８．３億円 

 

 

ＰＦＩ事業者への年間支払額 

 

３５．３億円 
大規模修繕費は含まない。 
※大規模修繕は府が実施す

る。 
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なお、比較検証のためＢＯＴ方式についても同様のシミュレーションを行った。 
 

(参考) シミュレーション結果（ＢＯＴ方式） 

従来手法における府財政負担総額 

(現在価値)

○Ａ
６６２．９億円 大規模修繕費を含む。 

リスク調整の額（現在価値） 

○Ｂ
９．３億円  

ＰＦＩ手法（ＢＯＴ方式）における

府財政負担総額（現在価値） 

○Ｃ
６５０．４億円 大規模修繕費を含む。 

ＶＦＭ    

○Ａ＋○Ｂ－○Ｃ
２１．８億円 

 

 

ＰＦＩ事業者への年間支払額 

 

４３．７億円 
大規模修繕費を含む。 

※大規模修繕はＰＦＩ事業

者が実施する。 

 
備考１ ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式のシミュレーションにおける主な相違点は次のとおりである。 

・公租効果…ＢＴＯ方式に加え、固定資産税・都市計画税・登録免許税（保存登記、抵当権設定登記） 

が課税される。 

・リスク調整…ＢＴＯ方式に加え、火災・地震リスクを加算する。 

２ ＢＯＴ方式におけるＰＦＩ事業者の年間支払額には大規模修繕費が含まれるため、大規模修繕費を府が別

途支出すると仮定して試算した場合のＰＦＩ事業者への年間負担額は、40.0 億円となる。 
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第８ 民間事業者による附帯的施設の導入に関する検討 
 
ＰＦＩ手法を活用する場合、民間事業者による収益事業などの附帯的施設を設置することも考え

られる。そのため、この事業における民間事業者による附帯的施設の取扱いについて検討する。 
 
１ 附帯的施設の導入を検討するに当たっての基本的考え方 

 

民間事業者が収益事業等の附帯的施設を設置・運営する場合、次のような条件を満たすものであ

ることが必要である。 

 

(1) 独立採算性の確保 

民間事業者による附帯的施設の設置は本来の目的ではなく、その導入が効率的・効果的な行政棟

整備に悪影響を及ぼすものであってはならない。そのためには、民間事業者が附帯的施設を整備・

運営する場合は、独立で採算性を確保できるものであることが求められる。 

 

(2) 公有財産の活用方法としての妥当性 

民間事業者が附帯的施設を整備・運営する場合、府は民間事業者に対し府有地を貸し付けること

となる。そのため、そこで運営する事業については、府民サービスの向上に寄与するなど公有財産

の活用方法としてふさわしい内容のものであることが求められる。 

 

(3) 庁舎・周辺整備事業との調和 

庁舎・周辺整備事業は、大阪城周辺の都市環境と調和した官庁街区の形成を基本方針の一つとし

て整備を進めているものであり、民間事業者が附帯的施設を整備・運営する場合においても庁舎・

周辺整備区域に調和するものであることが求められる。 

 

２ 想定される附帯的施設の内容と成立可能性 

 

「１ 附帯的施設の導入を検討するに当たっての基本的考え方」を踏まえた場合、設置する附帯

的施設としては、 

・ 地域の活性化等に寄与する施設 

・ 庁舎と一体となり来庁者や職員の利便性の向上に寄与する施設 

が想定されることから、これらについて成立可能性の検討を行った。 

府の本庁舎の周辺は官公庁やオフィスが中心の地域であり、また敷地条件からも大型店舗や集客

施設のなどの成立は困難であることから、地域の活性化等に寄与する施設については、安定的に市

場が存在し、かつ、周辺地域でも成立している事業であるオフィスビル事業をモデルに成立可能性

を検討した。 

この結果、現在の周辺地域の賃料水準や近年の空室率水準から見ると、事業期間の 30 年間にわた

って安定して事業の採算性を確保することは困難であると考えられる。 

一方、庁舎と一体となり来庁者や職員の利便の向上を図る施設としては、食堂、喫茶、売店、金
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融機関等の福利利便施設が考えられる。 

庁舎・周辺整備区域内には行政棟、新別館、警察棟等で勤務している職員や来庁者など、相当数

の人々が常に食事・喫茶、物品購入等の消費行動を行っている。そのため、現在の食堂等の施設規

模や利用状況等に基づいて需要を想定し、周辺地域の店舗等の賃料水準も考慮して事業の成立可能

性を検討したところ、府有地の貸付料について一定の配慮が必要と思われるが、独立採算による成

立が見込めることが確認された。 

 

３ この事業における附帯的施設の取扱い 

 
食堂、喫茶、売店、金融機関等の福利利便施設は、庁舎に附帯する施設として必要なものであり、

従来計画においては、府が整備する行政棟の一部を民間事業者に行政財産の目的外使用許可をする

ことにより確保することとしていた。 
これらの福利利便施設を民間事業者による整備・運営に委ねることとした場合、 
・ 行政棟の面積の削減に伴う府の財政負担の縮減 
・ 需要を踏まえた規模・内容の施設の整備、運営 
・ 民間事業者の創意工夫による多様で良質なサービスの提供 
等が期待できる。 
以上のことから、この事業においては、福利利便施設の整備・運営を民間事業者が行うこととし、

必要に応じて、府有地の貸付料の減免について検討することとする。 
なお、提案を求める際には、民間事業者のリスクを増大させないため、施設の規模や内容につい

て極力条件をつけないこととするが、例えば、職員の昼食等に支障をきたすことのない規模の食堂

の設置や、庁舎・周辺整備区域としてそぐわない機能が導入されることを避けるための条件など、

最低限の条件は提示することとする。 
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まとめ 
 
１ ＰＦＩ手法による行政棟整備についての検討結果 
 
この調査においては、昨年度に実施した調査の結果を踏まえつつ、必要となる行政棟の規模・機

能、行政棟整備に関するＰＦＩ手法の有効性について、さらに詳細な検討を行った。その結果は、

次のとおりである。 
 
◇ 行政棟の規模･機能については、従来計画策定後の状況の変化を踏まえ、抜本的な見直しを行っ

た。 
 主な見直しの内容としては、大阪府行財政計画（案）による職員数の削減を踏まえた収容予定

人員の設定や、本庁として必要な機能の精査を行うとともに、食堂、売店、金融機関等の福利利

便施設についても、府の財政負担の縮減やサービスの多様化などの観点から、民間事業者が整備・

運営を行うこととした。 
また、既存施設の有効活用による効率的な整備の観点から、現在の別館の一部を本庁として利

用することとした。 
 このような見直しにより、従来計画では約 159,000 ㎡としていた行政棟の規模を約 79,000 ㎡
とした。 

 
◇ 行政棟の整備にＰＦＩ手法を活用する場合の事業スキームについては、想定されるＢＴＯ方式

とＢＯＴ方式について比較検討を行った。 
 行政棟の機能・用途の柔軟な変更や維持管理水準の確保などの面においては両方式に差異はあ

るものの、ＰＦＩ契約の規定の仕方によって、それぞれの方式の利点を活かしつつ他方の優れた

面を取り入れ、近づけることが可能と考えられるが、府の財政負担の面においては、特に現在の

税制度のもとではＢＴＯ方式が有利である。 
 こうしたことから、現時点では、ＢＴＯ方式を選択することが適当である。 

 
◇ 府とＰＦＩ事業者との役割分担･リスク分担については、ＢＴＯ方式について検討を行い、ＰＦ

Ｉ事業者の経営上のノウハウや技術的能力を活用し、より効率的･効果的に事業を進めるための役

割分担と、発生が想定される様々なリスクを効果的にコントロールする観点からリスク分担をと

りまとめた。 
 
◇ これらの検討結果をもとに、ＰＦＩ手法（ＢＴＯ式）を活用した場合に、従来手法により整備

した場合に比べ事業期間全体で見込まれる府の財政負担の総額が縮減されるかどうかシミュレー

ション分析を行った結果、約 78.3億円の財政負担の縮減効果（ＶＦＭ）があることが確認できた。 
また、今回のシミュレーション分析の結果では、ＰＦＩ手法により新庁舎を整備した場合にお

ける府からＰＦＩ事業者への年間支払額は約 35.3億円と試算され、従来手法に比べ財政負担の平
準化が可能であり、特に建設期間中の多額の財政負担を避けることが可能となる。 
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２ 今後の対応 
 
府は、現在、本庁舎の狭あい化・分散化に伴う民間ビルの賃料として年間約 10 億円、本館など
現庁舎の維持管理費として年間約 17億円（平成 12年度実績）の経費を支出しており、今後、現庁
舎の老朽化が進むにつれ、修繕等のコストがさらに増加すると考えられる。 
また、仮に新庁舎を整備せずに現在の本館を長期にわたり使用し続けるとした場合には、耐震改

修を含め多額の改修費が必要となる上、本庁舎の狭あい化・分散化を解消することはできない。 
新庁舎を整備すれば、民間ビルの賃料など現在本庁舎のために要している費用が不要となるとと

もに、本庁舎の分散化の解消等により事務事業の一層の効率化による効果が期待できる。 
 
一方、府は、財政再建団体への転落の危機に直面しており、その克服と大阪の再生のために、今

年度、大阪府行財政計画（案）を公表したところであり、その中で、「新庁舎（行政棟・議会棟）に

ついては、現庁舎の耐震性や本庁機能の分散解消などの観点から整備が必要であるが、集中取組期

間（平成 14～16年度）は着手を見合わせ、その間、庁舎の規模、機能、整備手法などを検討する」
こととした。 
今後は、着手を見合わせる期間を利用し、庁舎・周辺整備区域全体としてより効率的・効果的な

土地利用、建物計画等について検討するとともに、ＰＦＩ手法についても、ＰＦＩ法施行後２年以

上が経過し、他の自治体においても相当数の施設整備において活用されつつあることから、先行事

例も参考としながら、さらに検討を深めていくこととする。 
 
なお、今回検討を行った事業範囲について、今後、ＰＦＩ手法により事業を実施することとなっ

た場合には、概ね次のようなスケジュールになると想定される。 
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図７ ＰＦＩ手法で事業を実施する場合のスケジュール 
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府のプロジェクトの着手に際しての事前評価 
 
実施方針の策定・公表、特定事業の選定（ＰＦＩ事業化決定） 
 
事業者の募集 
 
〔提 案〕 
〔審 査〕 
落札者の決定 
〔ＰＦＩ契約にかかる落札者との調整〕 

行政棟の建設工事（ＰＦＩ事業者による実施） 

 
ＰＦＩ契約の締結 
行政棟の設計（ＰＦＩ事業者による実施） 
 

 
別館の改修工事（ＰＦＩ事業者による実施） 
 
全面供用開始 
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